
指標 指標値 実績値 達成率

①プラット
フォーム利用者
数

1,400人 －人 -

②オンライン申
請・申込利用件
数

10件 －件 -

③移住・定住相
談者数の増加

10人 －人 -

①プラット
フォーム利用者
数

4,200人 3,164人 75.3%

②オンライン申
請・申込利用件
数

40件 2件 5.0%

③移住・定住相
談者数の増加

20人 23人 115.0%

①プラット
フォーム利用者
数

8,400人 5,342人 63.6%

②オンライン申
請・申込利用件
数

100件 32件 32.0%

③移住・定住相
談者数の増加

30人 30人 100.0%

年度当初でのサービス
提供と、周知/普及活動

サービス構築の完了が
年度末となったため、
次年度よりサービスの
成果として指標を計測
する。

【令和6年度実績】
サービス保守/運用管理

－

ユーザー数の増加と、住
民ニーズに合った効果的
な情報発信に戦略的に取
組む
・Instagramを活用した
登録者増加施策
・項目/居住地域/年代な
どユーザーの属性情報や
ニーズに応じた情報発信
への機能拡張
・既存情報発信媒体の再
定義と一元管理

①利用者数はデジタルを
活用する本サービスのメ
リットを享受する指標で
あるが、目標値を下回っ
た。周知/普及活動等に
ついて改善する必要があ
る。
ユーザーからは概ね好評
をいただいていることか
ら、登録者の増加に向け
た取組みを強化してい
く。

地方創生交付金事業の実施結果について

重要業績評価指標（KPI） 事業評価
（自己評価）

次年度の取組

※実績値は令和7年3月末日現在

外部有識者
の評価・意見

事業概要
交付金対象
事業名

№
事業実績額
（うち交付金額）

－

【令和5年度実績】
令和5年6月よりサービス開始
サービス保守/運用管理

【令和4年度実績】
サービス/基盤の構築
１．双方向コミュニケーション
　子育て相談、住民通報、災害
情報共有
２．オンライン申請
　町民体育祭、町の協賛/後援依
頼、子育て祝品等
３．情報発信
　町の魅力、移住定住、防災/災
害
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①のプラットフォーム利
用者数はデジタルを活用
する本サービスのメリッ
トを享受する指標である
が、2つの目標値を下
回った。周知/普及活動
等について改善する必要
がある。なおユーザーか
らは概ね好評をいただい
ていることから（オンラ
イン申請）、登録者の増
加に向けた取組みを強化
していく。

ユーザー数の増加と、住
民ニーズに合った効果的
な情報発信に戦略的に引
き続き取組む
・項目/居住地域/年代な
どユーザーの属性情報や
ニーズに応じた情報発信
への機能拡張
・既存情報発信媒体の再
定義と一元管理
・情報発信戦略の策定

【全体概要】
平常時のみならず有
事の際に、町民へ適
切かつ安定した情報
流通と、双方向通信
が可能なコミュニ
ケーションプラット
フォーム（LINE
等）を導入する。行
政サービスやイベン
ト観光情報、防災/
災害情報等を適切に
提供し、町民や観光
客に対しての安全・
安心と町の魅力向上
を図る。

【交付金事業期間】
令和4年度

<令和5年度>
・評価してい
る。住民サービ
ス向上として、
公共施設の空き
状況の確認、予
約や支払など、
ますますオンラ
イン化が進み、
サービスが拡大
されていくこと
を期待する。
・SNS等によ
る情報発信は一
方的でなく情報
の鮮度も大事。
子育て世代への
様々なお知らせ
など今後も有効
なデジタル活用
を期待する。

<令和6年度>
特になし

26,607,900円
（13,303,950円）



指標 指標値 実績値 達成率

地方創生交付金事業の実施結果について

重要業績評価指標（KPI） 事業評価
（自己評価）

次年度の取組

※実績値は令和7年3月末日現在

外部有識者
の評価・意見

事業概要
交付金対象
事業名

№
事業実績額
（うち交付金額）

①デジタル活動
証明発行数

1,000件 -

②社会活動参加
サービスの満足
度

3.5ポイント -

③デジタル活動
証明がキャリア
形成等に活用さ
れた数

5件 -

①デジタル活動
証明発行数

1,000件 128件 13%

②社会活動参加
サービスの満足
度

3.5ポイント 4.75ポイント 136%

③デジタル活動
証明がキャリア
形成等に活用さ
れた数

5件 1件 20%

①のデジタル活動証明
発行数については、証
明発行までの手続を簡
略化すること、またイ
ベント開催回数を増や
すことにより、デジタ
ル活動証明発行の機会
を増加させることが必
要。
②の満足度について
は、指標値を上回った
ことから、今後もイベ
ントの質を高めてい
く。
③のキャリア形成等へ
の活用については、継
続して事業を実施して
いくことで、件数の増
加を目指す。

■サービスの発展
１．学びの体験/地域活
動への参加機会の継続
的な提供、デジタル活
動証明発行手続の簡略
化
２．イベントの質の継
続的な向上
３．プログラミング、
アート、ゲーム要素を
取り入れた社会課題解
決イベントなど、子ど
もの興味関心の領域を
広げる事業の実施

【令和5年度実績】
■産官学による共同連帯組織の
設立
■サービス/基盤の構築
１．地域コミュニケーションプ
ラットフォームによるデータ提
供サービス（矢吹町+狛江市）
２．地域デジタルコモンズサー
ビス（矢吹町）
３．多世代交流拠点サービス
（狛江市）
４．地域データ連携基盤（矢吹
町+狛江市）
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【全体概要】
矢吹町と東京都狛江
市で子育て支援を軸
としたサービス提供
及びデータ連携基盤
の活用による子育て
情報配信、子どもの
活動履歴の可視化、
オープンデータ提供
を行う為の基盤整備
を行う。また、子ど
もを取り巻く活動履
歴（ライフログ）を
分析し、主体的なま
ちづくりへの参加
（行動）を促し、地
域活性と次世代の産
業人材育成を図る。

【交付金事業期間】
令和5年度

【令和6年度実績】
■サービス/基盤の運用
１．地域コミュニケーションプ
ラットフォームによるデータ提
供サービス（矢吹町+狛江市）
２．地域デジタルコモンズサー
ビス（矢吹町）
３．多世代交流拠点サービス
（狛江市）
４．地域データ連携基盤（矢吹
町+狛江市）

－

52,525,000円
（26,138,000円）

サービス/基盤の構築が
完了したため、次年度
よりサービスの成果と
して指標を計測する。

■サービスの実装
１．学びの体験/地域活
動への参加
２．人・地域の「モ
ノ」「コト」の「見え
る化」「見せる化」
３．学び/健康/体験の
流通

<令和5年度>
評価指標がない
ため、特に意見
なし。

<令和6年度>
特になし



指標 指標値 実績値 達成率

地方創生交付金事業の実施結果について

重要業績評価指標（KPI） 事業評価
（自己評価）

次年度の取組

※実績値は令和7年3月末日現在

外部有識者
の評価・意見

事業概要
交付金対象
事業名

№
事業実績額
（うち交付金額）

①ソフト事業へ
の参加者数

340人 650人 191.2%

②ソフト事業の
開発件数

5件 5件 100.0%

③事業関連の収
入

－円 －円 -

④スマートパー
ク（仮称）利用
者数

－人 －人 -

①ソフト事業へ
の参加者数

490人 1,935人 394.9%

②ソフト事業の
開発件数

7件 7件 100.0%

③事業関連の収
入

2,750,000円 64,500円 2.3%

④スマートパー
ク（仮称）利用
者数

－人 －人 -
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【全体概要】
スポーツの力で地方
創生を行うスポーツ
の価値を活用した特
色ある「まちづく
り」に取組む。ス
ポーツをテーマにま
ちの賑わいを創出
し、町民サービスの
向上と関係・交流・
流入人口の増加を目
指す。
取組①幸福感向上を
実現するソフト事業
（スポーツ科学を軸
にした健康増進プロ
グラム等）の開発と
実証
取組②ソフト事業の
運営から情報発信ま
で持続的に行う体制
としてスポーツコ
ミッションを設立し
多世代にわたる課題
を解決（体力/運動
能力/健康/医療/フ
レイル予防/機能改
善等）
取組③活動拠点とし
てハード整備を進め
ソフト事業と相乗効
果を出す取組み

【交付金事業期間】
令和5年度～令和7
年度

①ソフト事業への参加
者数は、地域住民の参
加頻度から満足度、そ
して交流・流入人口を
検証するデータである
が、光南高校生や幼稚
園児へ向けて実証事業
を展開するなど新たな
試みを行い目標数を大
きく上回った。
また、アンケート結果
も好評であり、矢吹町
にしかない付加価値の
高いソフト事業が評価
されていることから、
大変有効であったと評
する。
③事業関連の収入は、
3×3バスケットボール
での参加料を徴収し
た。今後自走に向けた
収入源の確保に向けて
検討してまいりたい。

１．事業主体となるス
ポーツコミッションの
設立団体の確立、運営
手法の検討
２．ハード整備（クラ
ブハウス）及び施設の
安定運営手法の検討
３．スポーツ科学を軸
にした新規ソフト事業
の開発、実証事業の展
開およびデジタル活用
の検討と実践
４．情報発信の強化
（広報/プロモーション
/PR/広告）

<令和5年度>
バスケットボー
ルのイベント開
催など町のス
ポーツ振興とし
ても評価してい
る。幅広い年代
の方を対象にし
ながら、デジタ
ル化とあわせ、
今後のさらなる
普及促進を期待
する。

<令和6年度>
特になし

【令和6年度実績】
１．プロジェクト推進事業体の検
討
２．実証事業の展開
・体力/運動能力向上教室
・タレント発掘事業
・ジュニアアスリート教室
・ヘルスケア
・スポーツを活用した英語教育
・高校生部活動支援
・未就学向け体力・運動能力向上
計40回
３．機運醸成を目的としたセミ
ナーやシンポジウム等イベントの
開催
・3×3バスケットボール、スト
リート陸上
４．デジタル連携、デジタルを活
用した取組の検討・実践
５．情報発信の強化
・ビジョンブック、PV、HP作成
6．ハード整備に向けた準備
・用地取得
・基本計画(案)作成

34,936,000円
（17,468,000円）

38,504,000円
（19,252,000円）

１．スポーツコミッ
ション（運営組織）の
設立
２．ハード整備（クラ
ブハウス）
３．実証事業の展開
（既存施設活用）と人
材育成
４．スポーツ科学を軸
にしたソフト事業の開
発（親子参加型プログ
ラム、アウトドア
フィットネス）
５．情報発信の強化
（広報/プロモーション
/PR/広告）

①ソフト事業への参加
者数は、地域住民の参
加頻度から満足度、そ
して交流・流入人口を
検証するデータである
が、目標数を大きく上
回った。
また、アンケート結果
も好評であり、矢吹町
にしかない付加価値の
高いソフト事業が評価
されていることから、
大変有効であったと評
する。

【令和5年度実績】
１．構想/事業計画の策定
２．スポーツ科学を軸にしたソ
フト事業の開発
・体力/運動能力向上教室
・タレント発掘事業
・ジュニアアスリート教室
・ヘルスケア
・スポーツを活用した英語教育
３．実証事業の展開
・機運醸成イベント（3×3バス
ケットボール、ストリート陸
上）
・ソフト事業（各2回計10回）
４．ハード整備に向けた準備
・現地調査
・パース図作成
５．スポーツ機器/器具購入



指標 指標値 実績値 達成率

地方創生交付金事業の実施結果について

重要業績評価指標（KPI） 事業評価
（自己評価）

次年度の取組

※実績値は令和7年3月末日現在

外部有識者
の評価・意見

事業概要
交付金対象
事業名

№
事業実績額
（うち交付金額）

①住民の登録数
（メール・
LINEの合計）

3,000ダウンロード 1,639ダウンロード 54.6%

②一斉情報配信
システムによる
情報発信数

50件 34件 68.0%

③情報配信全般
に係る住民満足
度

3.0ポイント - -

④情報発信にお
ける時間差の減
少

10分 10分 100.0%

【全体概要】
行政情報、イベント
情報、防災情報等、
住民が必要な情報を
適切に届けるため
に、各種サービスを
活用している。しか
し、サービスを新設
する度に、情報発信
のオペレーションが
複雑になり、業務負
担や運用コストが増
大し続けている。本
事業により情報配信
システムを一元化
し、組織内の業務負
担及び運用コスト軽
減を図り、ひいては
行政サービスの質の
向上を実現する。

【交付金事業期間】
令和6年度
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4
<令和6年度>
特になし

【令和6年度実績】
１．情報配信システムの整備
２．防災無線操作卓とのメール
連携環境構築
３．過年度採択事業（地域デジ
タルコモンズサービス）との
メール連携環境構築
４．住民向け周知広報

2,244,000円
（1,122,000円）

①住民の登録数及び②
情報発信数について、
目標値を下回ったこと
から、周知/普及活動等
について改善する必要
がある。
③住民満足度につい
て、当該サービスは
2025年2月に運用を開
始したため、2024年
度内の実運用期間が2
か月であり、利用者数
や運用状況に関する
データが十分に蓄積さ
れておらず、調査結果
の信頼性や有効性が確
保できないと判断した
ことから、評価は見送
る。
④時間差の減少につい
て、目標値を達成する
ことができた。

なお、ユーザーからは
概ね好評をいただいて
いることから、登録者
の増加並びに配信記事
増加に向けた取組みを
強化していく。

・事業担当課及び連携
部署によるシステム運
用
・スマホ教室、イベン
ト時のアプリ等登録
キャンペーン実施
・住民アンケート実施
・連携部署及び各機関
（幼稚園・小学校・中
学校等）のシステム習
熟
・情報発信テンプレー
ト整備


